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地方公営企業の役割

地方公共団体は、一般的な行政活動のほか、水の供給や公共輸送の確保、医療の提
供、下水の処理など地域住民の生活や地域の発展に不可欠なサービスを提供する様々
な事業活動を行っている。こうした事業を行うために地方公共団体が経営する企業活動
を総称して「地方公営企業」と呼び、サービスの生産提供に要する経費は、対価として受
益者から受け取る料金収入により賄うことを原則とした、自立的な生産経済活動を行う。

事業全体に占める地方公営企業の割合 （平成23年度地方公営企業決算の概況より）

左記にしめる
地方公営企業の割合

地方公営企業の
事業数

(総数8,754）
事 業 指 標 全 事 業

水 道 現 在 給 水 人 口 １億2,559万人 99.5% 2,133

工 業 用 水 道 年 間 総 配 水 量 44億83百万㎥ 99.9% 152

鉄 道 年 間 輸 送 人 員 226億69百万人 13.2% 10

自 動 車 運 送 年 間 輸 送 人 員 44億58百万人 21.1% 35

電 気 年 間 発 電 電 力 量 8,574億5百万kWh 1.0% 63

ガ ス 年 間 ガ ス 販 売 量 １兆5,033億ＭＪ 2.3% 29

病 院 病 床 数 1,583千床 12.7% 646

下 水 道 汚 水 処 理 人 口 １億811万人 93.4% 3,625

その他に、軌道、船舶、港湾整備、市場、と畜場、観光施設、宅地造成、有料道路、駐車場、介護サービスなどの事業がある。 1
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事業数は、平成24年度末現在8,724事業で、事業別にみると、下水道事業が最も多く、
次いで水道事業、病院事業となっている。

前年度と比較すると、全体で30事業、0.3％減少している。
なお、過去５年間の推移をみると、平成20年度の事業数と比較して372事業、4.1％減

少となっている。

地方公営企業の事業数の状況（平成24年度末） 地方公営企業の事業数の推移

（年度）

（事業数）

地方公営企業の事業数
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(単位：人、％）

年度

増減数 増減率 増減数 増減率

事業 (A) (B) (C) (C)-(B) （(C)-(B)）/（B） (C)-(A) （(C)-(A)）/（A）

  水道（含簡水） 53,275 51,655 50,023 49,105 48,030 △ 1,075 △ 2.2 △ 5,245 △ 9.8 22.6

工 業 用 水 道 1,893 1,836 1,775 1,738 1,725 △ 13 △ 0.7 △ 168 △ 8.9 11.3

交 通 29,259 28,389 27,978 27,330 26,701 △ 629 △ 2.3 △ 2,558 △ 8.7 287.1

電 気 1,980 1,899 1,811 1,793 1,776 △ 17 △ 0.9 △ 204 △ 10.3 27.3

ガ ス 1,307 1,211 1,133 1,106 1,082 △ 24 △ 2.2 △ 225 △ 17.2 37.3

病 院 227,189 223,797 218,654 218,553 218,254 △ 299 △ 0.1 △ 8,935 △ 3.9 339.4

下 水 道 33,467 32,111 31,044 30,347 29,597 △ 750 △ 2.5 △ 3,870 △ 11.6 8.1

そ の 他 20,268 18,947 18,607 17,836 17,118 △ 718 △ 4.0 △ 3,150 △ 15.5 8.6

合 計 368,638 359,845 351,025 347,808 344,283 △ 3,525 △ 1.0 △ 24,355 △ 6.6 39.5

24年度における
1事業あたり

職員数

対前年度比較
（参考）

20 21 22 23 24
対平成20年度比較

職員数は、平成24年度末現在34万4,283人で、平成12年度をピークに毎年減少し
ており、過去５年間の推移をみると、平成20年度の職員数と比較して２万4,355人、
6.6％減少となっている。

事業別にみると、病院事業が最も多く、次いで水道事業、下水道事業、交通事業
となっている。

地方公営企業の職員数の推移

地方公営企業の職員数

3



民生費
23.2 

教育費
16.1 

公債費
13.0 

土木費
11.2 

その他
32.9 

(24.0%) (16.7%) (13.5%) (11.7%) (34.1%)

下水道
5.6 

病院
4.5 

水道（含簡水）
3.9 

交通
1.1 

その他
1.9 

(32.9%) (26.3%) (23.1%) (6.3%) (11.4%)

普通会計の１７．７％に相当

（単位：兆円）
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後期高齢者制度
12.9
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公営企業の決算規模（平成２４年度）
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○自主的な改善努力による財政健
全化

・財政健全化計画の策定（議会の議決）、
外部監査の要求の義務付け

・実施状況を毎年度議会に報告し公表

・早期健全化が著しく困難と認められるとき
は、総務大臣又は知事が必要な勧告

公営企業の経営の健全化

○国等の関与による確実な再生

・財政再生計画の策定（議会の議決）、外部
監査の要求の義務付け

・財政再生計画は、総務大臣に協議し、同意
を求めることができる
【同意無】
・災害復旧事業等を除き、地方債の起債を制限

【同意有】
・収支不足額を振り替えるため、償還年限が計画期

間内である地方債（再生振替特例債）の起債可

・財政運営が計画に適合しないと認められる
場合等においては、予算の変更等を勧告

財政の再生

（
健
全
財
政
）

（
財
政
悪
化
）

○指標の整備と情報開示の徹底

・フロー指標：実質赤字比率、連結実質
赤字比率、実質公債費比率

・ストック指標：将来負担比率＝公社・
三セク等を含めた実質的負債による
指標

→監査委員の審査に付し議会に報告し公表

健全段階 財政の早期健全化

指標の公表は平成１９年度決算から、財政健全化計画の

策定の義務付け等は平成２０年度決算から適用

25％実質公債費比率

実質赤字比率

連結実質赤字比率

将来負担比率

都道府県：3.75%
市 町 村 ：11.25%～15%
都道府県：8.75%
市 町 村 ：16.25%～20%

都道府県・政令市：400%
市 町 村 ：350%

35％

都道府県： 5%
市 町 村 ： 20%
都道府県：15%
市 町 村 ： 30%

資金不足比率 20%

早期健全化基準 財政再生基準

経営健全化基準（公営企業ごと）

地方公共団体の財政の健全化に関する法律について
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地方公社・第三セクター等

一般会計
等

公営事業
会計うち

公営企業
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一部事務組合・広域連合

一般会計
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地
方
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共
団
体
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比
率
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※公営企業会計
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結
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率
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率
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比
率

実
質
赤
字
比
率

不
良
債
務

※公営企業会計
ごとに算定

（旧制度）

健全化判断比率等の対象について
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公
営
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業
会
計

20 ％
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化

公
営
事
業
会
計

＋

普
通
会
計

早期健全化スキーム

再
生
ス
キ
ー
ム

連結実質赤字比率

資金不足比率
公営企業経営健全化

スキーム

再生段階

○早い段階からの経営健全化を
義務付け

経営健全化計画に
沿って経営改善が
進展

経営健全化が進まず連結実
質赤字比率が悪化した場合
には自治体全体の早期健全
化・再生スキームへ

全ての公営企業
を対象に

公営企業の赤字は
連結実質赤字比率
に影響

α％
（都道府県：8.75%

市町村：財政規模に応じ16.25～20％）

β％
（都道府県：15%

市町村：30％ ）

※ 資金不足比率の算式は、おおむね次のとおり。

資金不足比率＝（流動負債の額－流動資産の額）÷（営業収益の額）×１００

早期是正段階

公営企業の経営健全化のイメージ
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○ 全６，８０６公営企業会計（※２３年度決算：全６，９５６公営企業会計）

○ 資金の不足額がある公営企業会計は６９会計（※２３年度決算：８８会計）

資金不足比率
経営健全化基準以上である会計

１５６会計（Ｈ１９）→６１会計（Ｈ２０）→４９会計（Ｈ２１）→３８会計（Ｈ２２）→３６会計（Ｈ２３）→２０会計（Ｈ２４）

◆ 経営健全化基準以上である公営企業会計数

平成25年11月29日公表

都道府県 政令市 市区町村 一部事務組合等 合計 H19年（参考）

水道事業 0 / 25 0 / 19 0 / 1,211 0 / 95 0 / 1,350 3 / 1,406

簡易水道事業 0 / 1 0 / 6 0 / 789 0 / 4 0 / 800 6 / 937

工業用水道事業 0 / 41 0 / 9 0 / 95 0 / 9 0 / 154 0 / 150

交通事業 0 / 3 3 / 21 0 / 61 0 / 3 3 / 88 17 / 97

電気事業 0 / 25 0 / 5 0 / 30 0 / 3 0 / 63 1 / 64

ガス事業 0 / 0 0 / 1 0 / 28 0 / 0 0 / 29 0 / 35

港湾整備事業 0 / 34 0 / 4 0 / 38 0 / 6 0 / 82 0 / 73

病院事業 0 / 39 0 / 16 4 / 480 0 / 77 4 / 612 53 / 668

市場事業 0 / 9 1 / 18 1 / 133 0 / 10 2 / 170 9 / 178

と畜場事業 0 / 1 0 / 7 1 / 37 0 / 10 1 / 55 3 / 65

宅地造成事業 0 / 50 0 / 22 2 / 358 2 / 8 4 / 438 27 / 539

下水道事業 0 / 45 0 / 30 0 / 2,461 0 / 21 0 / 2,557 13 / 2,741

観光施設事業 0 / 5 0 / 5 5 / 272 0 / 1 5 / 283 22 / 350

その他事業 0 / 15 0 / 0 1 / 71 0 / 39 1 / 125 2 / 145

合 計 0 / 293 4 / 163 14 / 6,064 2 / 286 20 / 6,806 156 / 7,448

（注）分母は事業種類別の公営企業会計数である。

平成２４年度決算に基づく健全化判断比率等の概要（確報値）
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□ 公営企業の抜本改革
（平成21～25年度）

→経営計画の策定

□ 地方公営企業会計基準
の見直し
（平成26年度予算・決算から）

→損益の認識、資産・負債の把握等
が正確に出来るようになる。

□ 公営企業の抜本改革
（平成21～25年度）

→「公営企業の経営に当たって
の留意事項について」

（平成21年7月8日付通知）

→第三セクター等改革推進債
（平成21年度～平成25年度）

経営のあり方について、
引き続き不断の見直しを
行うべき。

総務省による地方公営企業の改革に向けた取組み

経営手法の検討 経営状況の把握 経営戦略の構築

○公営企業は住民生活に身近な社会資本を整備し、サービスを提供する役割を果たしてお
り、将来にわたりその本来の目的である公共の福祉を増進していくためには、経営環境の変
化に適切に対応し、そのあり方を絶えず見直していくことが不可欠。

 

□ 地方公営企業法の適用
範囲の拡大
（総務省研究会で検討中）

→現在地方公営企業法が非適用と
なっている公営企業にも法を適用す
ることを検討。

□ 経営戦略構築支援
（検討中）

→財務の健全性とインフラ更新の両立等
のために、各企業における経営戦略の
構築を支援。



□ 資本制度の見直し
（平成24年4月から）

→経営の自由度を高め、議会・住民に
よるガバナンスを強化。



＜公営企業を取り巻く環境＞
□人口減少 □インフラ強靱化、大量更新期の到来 □財政健全化法の施行 □地方分権改革
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公営企業の経営改革について

○ 公営企業の抜本改革の検討

• 各地方公共団体においては、各公営企業の事業の特性を勘案しつつ、その経営の実態を的確に把握し、抜本的改革の推進を平成25年度までの間に集中
的に行うことが望まれる。

• 公営企業の抜本改革の検討に当たっては、まず、現在公営企業が行っている事業そのものの意義、供給しているサービス自体の必要性について検討する
必要があり、意義、必要性がないと判断された場合には、速やかに、廃止等を行うべきである。また、事業の継続、サービスの供給自体が必要であると判断さ
れた場合であっても、採算性の判断を行い、完全民営化・民間への事業譲渡等について検討する必要がある。

• 更に、事業手法の選択について十分検討を行い、地方独立行政法人制度、指定管理者制度、ＰＦＩ事業、民間委託等の事業手法の導入について、総合的
に比較検討を行い、費用対効果が最大となる事業手法を選択すべきである。

• また、「新地方公会計モデル」による公営企業会計も連結対象とした連結財務書類の整備が鋭意進められていること等も踏まえ、特段の事情がある場合を除
いて、地方公営企業法の全部又は一部を積極的に適用する必要がある。

○ 第三セクター等改革推進債の活用の検討

• 第三セクター等改革推進債は、公営企業債の繰上償還等公営企業の廃止を行う場合に必要となる経費を対象とすることができるものであり、その活用も念
頭において、抜本改革の具体案を検討されたい。

公営企業の抜本改革及び三セク債の活用の検討

引き続き公営企業形態で事業を行う場合には、より一層計画性・透明性の高い企業経営を推進するために、特別会計を単位として、「経営計画」の策定を行う
ことが望ましい。

一 「経営計画」の策定

・ 計画の策定に当たっては、下記の項目について所要の検討を行った上、記載することが適当である。

二 「経営計画」を活用した業績評価等

公営企業の計画的経営の推進に関する事項

「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成２１年７月８日付け総財公第１０３号等通知）より抜粋

・ 投資に関する事項 ・ 料金その他の収入に関する事項 ・ 一般会計からの繰出金に関する事項
・ 経営基盤の強化に関する事項 （①組織の活性化と人材の育成、②企業環境の整備、③資産の有効活用等）
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事業廃止
（平成16年度(※)からの実施数）

民営化・民間譲渡
（平成16年度(※)からの実施数）

指定管理者制度
（導入数）

PFI
（導入数）

公営企業型地方独立行
政法人（導入数）

３１５事業
（１８７事業）

２４５事業
（９１事業）

７３７事業
（１３３事業）

５６事業
（１２事業）

３７法人
（２６事業）

県・政令市等 市町村等 県・政令市等 市町村等 県・政令市等 市町村等 県・政令市等 市町村等 県・政令市等 市町村等

３１
（１５）

２８４
（１７２）

３９
（１７）

２０６
（７４）

１１５
（１８）

６２２
（１１５）

３１
（７）

２５
（５）

２２
（１３）

１５
（１３）

宅地造成 ７９（５３）

観光施設その他
５２（２５）

介護 ４６（２４）

病院 ４１（１８）

簡易水道 ２９（１９）

介護 １２３（４７）

病院 ２９（１２）

交通 ２３（６）

観光施設その他
２４（７）

市場 ７（４）

電気 ７（４）

介護 ２０５ （３０）

観光施設その他
１６５ （３８）

駐車場 １４８ （２０）

病院 ７２ （１３）

港湾整備 ３２ （８）

下水道 ３２ （４）

市場 ３１ （１１）

と畜場 ２３ （３）

簡易水道 ７ （１）

宅地造成 ７ （０）

下水道 ２２（６）

病院 １３（２）

水道 ９（２）

観光施設その他
４ （１）

病院 ３７（２６）

＜参考＞公営企業における三セク債の活用状況（件数：H21年度～H２５年度第一次等予定額時点）

病院
土地関係 交通その他 合計

地方独法化 広域連合化 廃止 小計

８ ４ ５ １７ １２ ３ ３２

（※）平成16年度から調査開始（「地方公営企業の経営の総点検について」（平成16年４月13日付け総務省自治財政局公営企業課長通知）に基づくもの）
（※）（）内の数値は、平成21年4月2日から平成25年4月1日の実績で内数。

地方公営企業の抜本的改革等の取組状況（平成２５年４月１日現在）
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民間的経営手法等の導入

ＰＦＩ 新たなマネジメント手法の導入

○東京都水道局の金町浄水場常用発電ＰＦＩ事業

○横浜市環境創造局改良土プラント増設・運営ＰＦＩ
事業
○鯖江市のＰＦＩ手法に基づく駐車場整備事業

○静岡市下水道事業におけるアセットマネジメント手
法の導入
○宮崎県上下水道局の簡易水道事業の法適用化
○紫波町下水道事業の公営企業法適用化
○埼玉県病院事業における管理者制度の導入

指定管理者制度・民間委託 資産の有効活用・新技術の活用

○黒川地域行政事務組合公立黒川病院の指定管
理者制度導入

○三春町における法適化（下水道、宅地造成）と民
間委託（上下水道施設、宅地造成経理）
○太田市の上下水道事業包括業務委託

○阪神水道企業団の浄水池上部空間における商業施
設誘致
○函館市電の停留所ネーミングライツの売却
○川崎市上下水道局のマイクロ水力発電事業
○梼原町の風力発電収入を生かした循環型まちづくり

民間企業との共同出資・民間譲渡 独立行政法人化・広域化

○広島県企業局における水道三セク会社に対する
民間との共同出資
○呉市市営バスの民間譲渡
○名古屋市西部医療センター城西病院の民間譲渡

○山形県・酒田市の病院経営統合と地方独立行政法
人化
○北九州市と水巻町との上水道事業統合
○置賜地域の医療機能の再編・ネットワーク化

防災対策の充実 国際交流・海外展開

○東京都、埼玉県、川崎市の非常時における水の
相互融通

○東京都水道局や横浜市水道局の国際貢献（研修員
受入れ、職員派遣等）や会社設立等による海外展開

地方公営企業における民間的経営手法の取組事例集（平成24年10月改訂）（総務省） 12



第２章 強い日本、強い経済、豊かで安全・安心な生活の実現
６．強い経済、豊かな生活を支える公的部門の改革

（３）公的部門への民間参入促進

PFI・PPPに関する最近の政府の動き
－経済財政運営と改革の基本方針（抄）－

平成25年6月14日
閣 議 決 定

公共投資などの分野への民間参入を促し、民間の資金やノウハウを活用することが重要である。 インフラの老朽化が急速
に進展する中、「新しく造ること」から「賢く使うこと」への重点化が課題である。今後は、民間の資金・ノウハウを活用すること
により、インフラの運営・更新等の効率化、サービスの質的向上、財政負担の軽減が図られる事業については、PPP/PFIを積
極的に活用する。
PPP/PFI の抜本改革を通じて、公的負担の軽減を図りつつ、民間投資も喚起し、官民連携によるシナジー効果を高め、経済

再生や豊かな国民生活に資するインフラの整備・運営・更新を実現する。 このため、本年６月に取りまとめられたアクション
プランにおいて示した方針に沿って、各府省庁における取組の工程管理により、今後10 年間（平成25～34 年）で12 兆円規模

に及ぶ事業を着実に推進する。

③ 民間能力の活用等による効率的な社会資本整備

厳しい財政制約の下、国民にとって真に必要なサービスを提供する観点から、選択と集中の徹底、国・地方の適切な分担、
民間の資金・ノウハウを活用するPPP/PFI への抜本的転換、コスト構造の改善等を進める。
・ PPP/PFI への抜本的転換に向けたアクションプランの下、民間提案の活用、官民連携体制の構築、コンセッション方式の空
港、上下水道、道路等への積極的導入を進めるほか、収益施設等を活用したPFI 事業による維持管理・更新を推進し、PPP を
活用した高速道路の大規模改修方策の導入について検討を進める。さらに、企業会計ベースの資産評価など財務情報の整
備促進を図る。

・ このようなPPP/PFI の抜本的改革に向けた各省庁・地方公共団体の取組を適切に評価し、官民連携効果の高い投資への
重点化を図る。

・これまでのコスト構造改善の仕組み・内容を見直し、総合的なコストの縮減を図るため、PPP/PFI の拡大、維持管理コストの
縮減、入札・契約をはじめとする調達改革、ICT 等の技術イノベ－ションの活用等、実効性のある取組を大胆に進める。

第３章 経済再生と財政健全化の両立
３． 主な歳出分野における重点化・効率化の考え方

（２） 21 世紀型の社会資本整備に向けて

（３） 地方行財政制度の再構築に向けて
② 重点的取組 ‐歳出改革‐
・ PPP/PFI の導入領域を大幅に拡大し、行政サービスの質の向上や効率性を高めるとともに、地方自治体の行財政改革を
促していく。 13



公共施設等運営権（コンセッション方式）
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Ⅱ 地方公営企業会計基準の見直し

Ⅰ 資本制度の見直し

Ⅲ 財務規定等の適用範囲の拡大等

○ 会計基準の見直し

○ 会計変更に伴う経過措置等

改正済（※１）

（H24.4.1から適用）

改正済（※２）

（H26予決算から適用）

総務省研究会
で検討中

借入資本金
補助金等により取得した固定資産の償却制度等
引当金
繰延資産
たな卸資産の価額
減損会計
リース取引に係る会計基準
セグメント情報の開示
キャッシュ・フロー計算書
勘定科目等の見直し
組入資本金制度の廃止（資本制度の見直しの積み残し）

１
２
３
４
５
６
７
８
９
10

11

○ 簡易水道事業・下水道事業等への財務規定等の適用拡大

※１ 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（第１次一括法）
（平成２３年法律第３７号）により地方公営企業法を改正

※２ 地方公営企業法施行令等の一部を改正する政令（平成２４年政令第２０号）により地方公営企業法施行令等を改正

地方公営企業会計制度等の見直しの全体像
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地方公営企業会計制度等の見直しの背景

１ 公営企業を取り巻く環境の変化
～事業・サービスの拡充期から人口減少社会、インフラ更新・縮小時代へ～

〇 事業・サービスの拡充が求められた時代と比べて、人口減少社会、インフラ強靱化・更新・縮小時代へ転換する

中で、経営革新や経営判断に必要な損益の認識、資産・負債の把握等を正確に行う必要が強くなっている。

２ 公営企業の抜本改革の推進
〇 「債務調整等に関する調査研究会報告書」（平成20年12月５日）において、「総務省においては、公営企業の経営状況

等をより的確に把握できるよう、公営企業会計基準の見直し、各地方公共団体における経費負担区分の考え方

の明確化等、所要の改革を行うべきである。」との提言がなされている。

３ 地方分権改革の推進
〇 地方分権改革推進委員会の第２次勧告（平成２０年１２月８日）、第３次勧告（平成21年10月７日）及び第4次勧告（平成21年11

月9日）において、「義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大」及び「地方自治体の財務会計における透明性

の向上と自己責任の拡大」が掲げられた。

４ 民間の企業会計基準の見直しの進展
〇 企業会計基準の見直しの進展により、事業の財政状態及び経営成績をより適切に表示しうるものとなっているこ

と、また、民間企業との比較分析を容易にするためにも企業会計制度との整合を図る必要が生じている。

５ 他の公的セクターの会計改革の推進
〇 地方独法化を選択する地方公営企業も増えており、同種事業の団体間比較のためにも、地方公営企業会計基

準と企業会計原則に準じた地方独法会計基準との整合を図る必要が生じている。

〇 地方公会計の整備における会計モデルも、企業会計原則に準じた会計制度が導入されている。
16



１ 現行の民間企業会計原則の考え方を最大限取り入れたものとすること

〇 地方公営企業の更なる経済性の発揮のため、地方公営企業会計の見直しに当たっては、最大限、現行の民間
の企業会計原則の考え方を取り入れることとする。

〇 地方公営企業会計は、今後の企業会計原則の変更について、一定程度の定着を待って、地方公営企業の特性
も踏まえ、適時適切に反映、見直しを行う。

２ 地方公営企業の特性等を適切に勘案すべきこと

〇 地方公営企業会計においては、負担区分原則に基づく一般会計等負担や国庫補助金等の存在に十分意を用い
て、これらの公的負担の状況を明らかにする必要がある。公営企業型地方独法会計基準の考え方も必要に応じ参
考とし、新地方公会計モデルにおける一般会計等との連結等にも留意する。

〇 地方公営企業の特性等を踏まえ、必要に応じ、注記を行う。

３ 地方分権改革に沿ったものとすること
〇 地方公共団体における地方公営企業経営の自由度の向上を図る観点から、資本制度等の見直しを行う。

〇 地方財務会計について、ストック情報を含む財務状況の開示の拡大の要請が強いこと等も勘案し、現在、財務規
定等が適用されていない公営企業等について、新たに地方公営企業法の財務規定等を適用する。

見直しに当たっての基本的考え方

17



① 利益の処分 ② 資本剰余金の処分 ③ 資本金の額の減少

改正前
①１／２０を下らない金額を減債積

立金又は利益積立金として積立

②残額は議会の議決により処分可

①原則不可

②補助金等により取得した資産が

滅失等した場合は可

③利益をもって繰越欠損金を補塡

しきれなかった場合は可

不可

改正後 条例又は議決により可 条例又は議決により可 議決により可

○地方公営企業法第32条及び第32条の2（資本制度の改正関係）

『地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（第１
次一括法） 』による地方公営企業法の一部改正の概要

成 立：平成23年４月28日（公布：平成23年５月２日）
施行日：平成24年４月１日

①法定積立金（減債積立金、利益積立金）の積立義務を廃止。
②条例の定めるところにより、又は議会の議決を経て、利益及び資本剰余金を処分できることとする。
③経営判断により、資本金の額を減少させることができることとする。

「地方公営企業会計制度等研究会報告書」（平成21年12月）の提言を踏まえ、及び「地方分権改革
推進計画」 （平成21年12月閣議決定）に基づき、地方公営企業の経営の自由度を高める等の観点
から、公営企業における「資本制度」を見直すこととし、以下のとおり地方公営企業法を一部改正。

利益、資本剰余金の処分が、条例又は議決により可能となったことに伴い、政省令の関係規定を整備（削除）。

資本制度の見直し
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地方公営企業会計基準見直しの概要と意義

資本金 35,000

流動負債 20,000

 民間の企業会計基準が大幅に変わるとともに、他の公的部門（地方独法、地方公会計等）も企業会計原則を基本とし
た考え方を取り入れる中にあって、できる限り企業会計基準との整合を図るための改正を行った。

 併せて、地方分権改革の観点から、住民等への情報開示の拡大や経営の自由度の向上を図るための改正を行った。

【見直しの趣旨】

地方公営企業の経営実態がより的確に把握できるようになるとともに、他の公営企業や
他のセクターと比較しやすく、住民等にも分かりやすいものとなる。

【主な見直し内容】

① 従来は「資本」に計上されていた建設改良に要する企業債・借入金（＝借入資本金）を「負債」に計上。

② 資産価値の実態を適切に反映できず、その適用が地方公営企業の任意とされていた「みなし償却制度」を廃止。

③ 従来は計上が任意とされていた引当金（退職給付引当金、貸倒引当金等）の計上を義務化。

【変化の主な要因】

・借入資本金を負債に
計上

・退職給付引当金を負
債に計上

・みなし償却制度の廃
止により、固定資産が
減少

流動資産 8,000

固定資産 92,000

固定負債 5,000

利益剰余金 10,000

【（参考）新会計基準適用前後の貸借対照表のイメージ】

資本金 5,000

流動負債 25,000

流動資産 8,000

固定資産 82,000

固定負債 42,000

利益剰余金 18,000

資本剰余金 30,000
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財務諸表のとらえ方のポイント（公営企業会計基準見直し後）

（ポイント１）真の損益構造が明らかになる

（ポイント２）資本より負債が大きくなる

（ポイント３）移行処理時に利益剰余金が増加する

（ポイント４）公営企業の負担範囲（⇔公費負担範囲）が明らかになる

（ポイント５）真の資産状況が明らかになる

（ポイント６）料金徴収率が明らかになる

（ポイント７）部門別の経営状況が明らかになる

（ポイント８）剰余金や資本金の処分を自ら決定できるようになる

１．損益を中心とした経営のあり方に関する検証・検討
（1）赤字構造か黒字構造か （2）どの程度公的支援に依存しているか
（3）費用縮減できるポイントはないか （4）適切な料金水準はどの程度か
（5）部門別の経営対策 など

２．ストックを中心とした経営のあり方に関する検証・検討
(1) 将来に向けた基本的な経営方針（事業規模等）と財務基盤のあり方（資本・剰余金の取扱い等）
(2) 収益力と資産の状況、資産の償却状況の把握と更新投資のあり方
(3) 債権管理体制のあり方 など

以下のような検証・検討が必要
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（ポイント１）真の損益構造が明らかになる

 本来認識しなければならない収益・費用を、発生時点ですべて計上することにより、真の損益構造が明らかになる。

 建設改良のための補助金等・一般会計繰入金を収益（長期前受金戻入）としてカウント → 収益の増加要因に。

 退職給付引当金や賞与引当金、貸倒引当金、たな卸資産評価損、減損損失の計上により、短期的には費用が増加するが、
これらは発生主義の徹底により前倒しで計上されるもので、長期的には損益に対して中立的。

営業収益 ○○○
営業費用 ○○○

・・・
減価償却費 ○○○
賞与（※当年度4‐11月分） ○○○
賞与引当金繰入額 （※当年度12‐3月分） ○○○
退職給付引当金繰入額（※通常分） ○○○
貸倒引当金繰入額 ○○○

・・・

営業利益 ○○○

営業外収益 ○○○
・・・
長期前受金戻入 ○○○

営業外費用 ○○○

経常利益 ○○○

特別利益 ○○○
特別損失 ○○○

・・・
たな卸資産評価損 ○○○
減損損失 ○○○
退職給付引当金繰入額（※移行処理分） ○○○
・・・

当年度純利益 ○○○

営業収益 ○○○
営業費用 ○○○

・・・
減価償却費 ○○○
賞与（※当年度4‐11月分） ○○○
賞与（※前年度12‐3月分）○○○
退職給与金 ○○○

・・・

営業利益 ○○○

営業外収益 ○○○
・・・

営業外費用 ○○○

経常利益 ○○○

特別利益 ○○○
特別損失 ○○○

貸倒損失 ○○○

・・・

当年度純利益 ○○○

・引当金はいずれも、将来発生する可能性が高
い費用を現時点で計上するもの（これまでは支
払や損失確定のタイミングでＰ／Ｌに費用計上）。

・資産価値の減少により将来費用・損失が発生
する可能性が高い場合に、現時点で費用・損失
発生見込み分を計上するもの。

・長期前受金戻入の計上により、収益が増加。
・一般会計繰入金 → 収益分が純増。
・補助金等 → これまで「みなし償却」を行って
いた事業については、減価償却費増加分と相
殺。

※明らかになった真の損益構造をもとに、以下のポイント等を検証・検討することが重要。
（1）赤字構造か黒字構造か （2）どの程度公的支援に依存しているか
（3）費用縮減できる項目はないか （4）適切な料金水準はどの程度か

改正後のＰ／Ｌ

・これまで「みなし償却」を行っていた事業につい
ては、減価償却費が増加。

改正前のＰ／Ｌ
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（ポイント５）真の資産状況が明らかになる

負債

資本

 固定資産の価値を明らかに → 償却資産はすべて毎年度減価償却（「みなし償却」制度廃止）

⇒ 帳簿価額に対する償却割合が明確になり、

今後の更新投資等の検討材料になる

→ 将来得られるであろう収入を算出し、適正な価額に（減損損失）

 債権（料金＜未収金＞）の価値を明らかに → 貸倒実績率等を踏まえた価額に（貸倒引当金）

 たな卸資産（販売用土地等）の価値を明らかに → 時価＜簿価のときは時価に（低価法）

資産

改正前のＢ／Ｓ 改正後のＢ／Ｓ

たな卸資産 20,000

未収金 10,000

固定資産 100,000

減価償却累計額 △20,000

負債

資本

資産

たな卸資産 19,000
（※低価法による 1,000）

未収金 10,000
貸倒引当金 △500

固定資産 95,000
（※減損損失計上による

減少分 △5,000）

減価償却累計額 △30,000

この場合、実際の償却割合が
30%（＝30,000／100,000）
であることが明らかになる。
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貸借対照表への影響は？（A市水道事業の場合）

【平成25年度期末】

総資産 258,786 総資産 208,730

自己資本金 51,495
借入資本金 92,327

企業債等 +7,187
賞与引当金 +222

企業債 +85,140
退職給付引当金 +6,326

 「みなし償却」制度の廃止により固定資産が減少（△２０．４％）

 建設改良のための借金（借入資本金）の計上方法の変更等により、資本：負債の比率が激変！
（資本：負債＝９８：２から２８：７２へ）

 ただし、実質的には負債とは言えない繰延収益が含まれ、企業債にも一部一般会計負担があることに留意す
る必要がある。

※病院事業等の場合は職員数が多いため、退職給付引当金の計上の影響が大きい（→資本に対する負債の比率がさらに上昇）。

（単位：百万円）

【注記】

（企業債の償還に係る他会計の
負担）

貸借対照表に計上されている
企業債のうち、一般会計が負担
すると見込まれる額は、13,849
百万円である。

（退職給付引当金の計上方法）

職員の退職手当の支給に備え
るため、当年度の退職手当の
期末要支給額に相当する金額
を計上している。（なお、一般会
計が負担すると見込まれる額
506百万円は除く。）

流動資産 12,880

固定資産 245,905

固定負債 717

流動負債 3,817

資本金 143,823

資本剰余金 102,051

利益剰余金 8,378 流動資産 12,842

固定資産 195,888

固定負債 92,183

流動負債 11,226

繰延収益 46,636

資本剰余金 5,398
利益剰余金 1,792

資本金 51,495

貸倒引当金 △38

【設例】平成26年度から新会計基準を適用した場合（「みなし償却」適用事業）

【平成26年度期末】

補助金等・一般会計繰入金
（未償却部分） 46,636
補助金等・一般会計繰入金
（既償却部分） 50,017
その他 5,398

※補助金等・一般会計繰入金
（既償却部分）50,017
は、資本剰余金より減額。
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１．企業としての性格（地方公営企業法（以下、「法」という。）第２条、第３条）
◆ 地方公共団体が、住民の福祉の増進を目的として設置し、経営する企業。

事業例：上・下水道、病院、交通、ガス、電気、工業用水道、地域開発（港湾、宅地造成等）、観光（国民宿舎、有料道路等）

◆ 一般行政事務に要する経費が権力的に賦課徴収される租税によって賄われるのに対し、公営企業は、提供する財貨又はサービスの対価である

料金収入によって維持される。

２．管理者（法第７条～第１６条）
◆ 企業としての合理的、能率的な経営を確保するためには、経営の責任者の自主性を強化し、責任体制を確立する必要があることから、地方公営

企業の経営組織を一般行政組織から切り離し、その経営のために独自の権限を有する管理者（任期４年）を設置。

◆ 管理者は地方団体を代表（ただし、地方債の借入れ名義は、地方団体の長）。

３．職員の身分取扱（法第３６条～第３９条）
◆ 人事委員会を置く地方公共団体については、職階制の採用が義務づけられているのに対し、企業職員については、その実施は任意。

◆ 給与については、職務給（職務遂行の困難度等職務の内容と責任に応ずる）であることに加え、能率給（職員の発揮した能率を考慮）であることを

要する。

◆ 人事委員会は、企業職員の身分取扱いについては、任用に関する部分を除き、原則として関与しない。

◆ 企業職員には、団体交渉権が認められている。

◆ 給与、勤務時間その他の勤務条件については公営企業の管理運営に属する事項を除き、団体交渉の対象とし、労働協約を締結できる。

４．財務（法第１７条～第３５条）
◆ 事業ごとに経営成績及び財務状態を明らかにして経営すべきものであることに鑑み、その経理の事業ごとに特別会計を設置。

◆ その性質上公営企業の経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費及びその公営企業の性質上能率的な経営を行ってもなおその経営

に伴う収入のみをもって充てることが困難である経費については、地方団体の一般会計又は他の特別会計において負担。（それ以外の経費につい

ては、公営企業の経営に伴う収入をもって充てる。）

５．会計（法第２０条、第３０条）
◆ 企業会計方式をとっており、以下の点等において官公庁会計方式と相違。

・ 官公庁会計方式が現金主義会計、単式簿記を採っているのに対し、公営企業会計では発生主義会計、複式簿記を採用。

・ 損益計算書、貸借対照表等の作成を義務付け。

地方公営企業制度の概要
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●交通（船舶）
●電気（法非適）
●簡易水道
●港湾整備
●市場
●と畜場
●観光施設
●宅地造成
●公共下水道
○その他下水道
○介護サービス
○駐車場整備
○有料道路
○その他（有線放送等）

地方財政法第5条第1号に規定する公営企業

※ ●のついたものは、地財法第6条に規定する特別会計設置義務のある公営企業

＜法適用事業＞
（地公企法の規定を適用する事業）

＜当然適用事業＞ ＜任意適用事業＞
【全部適用事業】

●水道
●工業用水道
●交通（軌道）
● 〃 （自動車）
● 〃 （鉄道）
●電気
●ガス

【財務規定等適用事業】
●病院

１）地方公営企業法について
○ 地方公営企業の組織、財務、職員の身分取扱い等については、地方自治法等の特例として、地方公営

企業法が規定。

＜法非適事業＞
（地公企法の規定を適用しない事業）

２）地方公営企業法の適用範囲について（現行）

○ 地方公営企業は、全部適用事業（当然）、財務規定等適用事業（当然）、任意適用事業（全部適用又は財

務規定等適用）、法非適事業に分かれているが、法非適事業に財務規定等の適用を拡大することを検討。

任意に法を適用することが可能

財務規定等の当然適用を拡大することを検討中

※法非適事業のうち任意適用事業の割合（H24）11.5％
（簡易水道事業：3.0％、下水道事業 13.8％）

地方公営企業法の適用範囲について
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（単位：事業）

法適用

企業の

割合

(a)/(b)

(%)

1,376 1,377 1 757 745 △ 12 2,133 2,122 △ 11 64.9%

うち簡易水道 22 23 1 757 745 △ 12 779 768 △ 11 3.0%
152 153 1 0 0 0 152 153 1 100.0%
59 55 △ 4 39 38 △ 1 98 93 △ 5 59.1%
26 26 0 37 39 2 63 65 2 40.0%
29 29 0 0 0 0 29 29 0 100.0%

646 643 △ 3 0 0 0 646 643 △ 3 100.0%
454 502 48 3,171 3,131 △ 40 3,625 3,633 8 13.8%
217 211 △ 6 1,791 1,775 △ 16 2,008 1,986 △ 22 10.6%

2,959 2,996 37 5,795 5,728 △ 67 8,754 8,724 △ 30 34.3%

法適用企業 法非適用企業 計

24(b) 増減24(a) 増減 23 24 増減 23

その他

合計

工業用水道 
交通
電気
ガス
病院
下水道

水道

区分

年度

事業
23

公営企業全体8,724事業のうち、法適用事業は、平成24年度は前年度に比べ37事業
の増加となり、2,996事業（事業数全体の34.3％ H23比0.5ポイント増）となっている。

事業別・法適用事業数割合

地方公営企業の法適用状況
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地方公営企業法適用事業割合については、昭和４７年度以降は、全事業・下水道事業ともに
平成１４年度にかけて下降傾向にあるものの、以降１０年間は上昇している。

法適用事業割合（全事業・下水道事業）

5,371 6,171 6,792 7,243 7,853 8,177 9,686 11,048 12,613 9,210 8,724

159 217 349 620 1,046 1,282 2,594 4,173 4,902 3,701 3,633

826 1,695 3,006 3,203 3,289 3,376 3,480 3,522 3,560 2,880 2,996

17 22 29 29 31 55 85 109 167 268 502

15.4% 27.5% 44.3% 44.2% 41.9% 41.3% 35.9% 31.9% 28.2% 31.3% 34.3%

下水道事業法適用割合（a/b） 10.7% 10.1% 8.3% 4.7% 3.0% 4.3% 3.3% 2.6% 3.4% 7.2% 13.8%

H24

全体事業数(A)

下水道事業数(a)

S62 H4 H9 H14 H19事業名 S42 S47 S52 S57S37

法適用事業数(B)

下水道事業数(b)

全事業法適用割合（A／B）

地方公営企業法適用事業割合の推移（全事業・下水道事業）
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○ 地方公営企業会計制度については、地方公営企業会計制度研究会報告書（平成21年12月）を受け、資

本制度の見直し（平成24年4月より適用）、会計基準の見直し（平成26予決算より適用）を行ってきた。

○ 整備された会計制度をどの範囲の事業に適用させるべきか、財務適用範囲の拡大について、地方公営

企業法の適用に関する調査研究会報告書（平成25年3月）等を踏まえ、「地方公営企業法の適用に関する

研究会」（平成25年7月～）において、今後の地方公営企業法の適用に関する検討を行っている。

Ⅱ 財務規定等の適用範囲拡大の必要性と期待される効果

Ⅰ 財務規定等の主な内容

２）地方公営企業法の適用に関する研究会について

１）地方公営企業法の財務規定等の適用範囲の拡大の必要性と効果について

① 経営成績、財政状況の把握 ② 企業経営の弾力化

・ 発生主義・複式簿記の採用
・ 収益的なものと資本的なものの区分 など

・ 予算の弾力条項
・ 資産管理の特例

① 適切な更新計画や経営計画の策定等のため
ストック情報や損益情報を把握する必要性

〔必要性〕

② 地方分権を踏まえた情報開示拡大の要請

③ 企業間等の経営状況比較のため基準を統一
する必要性

① 適切な経営方針の策定と経営努力の促進

〔期待される効果〕

② 住民や議会によるガバナンスの向上

③ 財政規律向上による地方公共団体の財政健全化

④ 地方公会計改革の取組の促進

地方公営企業法の適用範囲の拡大
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１ はじめに

・ 現行の公営企業法が概ね確立された昭和４１年以降、閣議決定等にお

いて、地方公営企業法適用範囲の拡大の方向が示されてきた

○ 地方公営企業は、事業・施設の普及拡大の時代からインフラ更新需要を踏まえた維持管理という経営の時代への転換期

○ 地方公営企業法の財務規定等の適用には、適切な更新計画の策定、料金算定の適正化、経営効率化とサービス向上等

のメリットがあることから、今後、財務規定等の適用範囲の拡大について引き続き検討を進めることが必要

４ 国等によるこれまでの取組状況

・ 国等は、地方公営企業法の適用を推進するため、これまで、マニュア

ル・事例集の作成、アドバイザー派遣、地方財政措置等により支援

地方公営企業法の適用に関する調査研究会 報告書のポイント
（H24 自治総合センター調査研究事業）

２ 地方公営企業会計を巡る環境の変化と財務規定等

の適用範囲の拡大の必要性
・ 地方公営企業は、事業・施設の普及拡大の時代から、維持管理という

経営の時代に入り、経営判断の基礎となる会計の見直しが必要

３ 地方公営企業法の財務規定等の主な内容・期待され

る効果

＜財務規定等の主な内容＞

・ 発生主義・複式簿記の採用、損益取引と資本取引の区分、経営成績と

財政状況の早期把握

・ 弾力的な予算管理、機動的な資産管理

＜期待される効果＞

・ ストック情報の的確な把握により、適切な更新計画の策定が可能に

・ 使用料対象原価と的確な減価償却費の明確化による料金の適正化

・ 経営の自由度向上による経営の効率化とサービス向上

・ 住民や議会によるガバナンスの向上

５ 法適化に当たっての課題と対応

・ 地方公営企業会計に通じた職員の育成・確保への支援が重要

・ 財務諸表を分析し経営方針の策定やマネジメントに活用できる人材の

育成・確保が重要

・ 地方公営企業法適用に向けた移行のための財源確保が必要

・ 資産評価に一定の労力や時間を要することに留意が必要

６ 法適用の対象範囲の拡大の検討

・ 昭和４１年時点で財務規定等が当然適用されていない理由の整理が

現在も妥当なものであるかどうか、検証が必要

・ 地方公営企業法の適用範囲の拡大を検討する際には、地方財政法

による特別会計設置義務との関係、経費回収率との関係、各事業の特

性との関係、団体の規模との関係について検討を深める必要

７ おわりに

・ 本研究会での整理を踏まえ、今後、財務規定等の適用範囲の拡大の

議論がさらに深められることが強く望まれる

報告書については、（財）自治総合センターHP（http://www.jichi‐sogo.jp/wp/wp‐content/uploads/2013/04/24‐07houkokusho.pdf）参照。 29



第３章 経済再生と財政健全化の両立

３． 主な歳出分野における重点化・効率化の考え方

（３） 地方行財政制度の再構築に向けて

② 重点的取組

（地方における公共サービスの「可視化」の推進）

企業会計原則による公会計は、経営改革を進める上での基礎インフラであり、その導入
を促進し、自治体財政の更なる「可視化」を推進する。あわせて、公共施設資産について、
量・質両面から見直し、経営改革することが重要である。

地域レベルの身近なデータの利活用を促すとともに、自治体クラウドの取組を加速させ、
地方自治体のオープンガバメント化を進める。

ストックも含めた財務情報の透明化を進め、企業会計原則を前提とした地方公会計の
整備を促進する。

【参考】 経済財政運営と改革の基本方針（平成２５年６月１４日閣議決定）
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